
4

Ｐ

【純資産の部】

財源

1

18,063,402

0

Ｒ

資産形成充当財源（

Ｆ

調達源泉別） 3,22

＝

8,588 Ｓ

税収 8,

Ｄ

931,582

社会保

＋

険料 369,589

移

Ｅ

転収入 7,354,5

資

38

公債等 12,46

金

0,216

その他の財

1

源の調達 △29,05

0

7,367

評価・換算

,

差額等 3,170,0

3

30 ← ＮＷＭより

少数

0

株主持分 0 Ｔ

その他の

7

純資産 272,742

,

,536 Ｕ

開始時未分

6

析残高 272,742

6

,536

その他純資産

3

0

純資産合計 294,

Ｅ

034,528 Ｖ＝Ｒ

←

＋Ｓ＋Ｔ＋Ｕ

負債・純

Ｃ

資産合計 432,43

Ｆ

4,374 Ｗ＝Ｑ＋Ｖ

より

金融資産（資金を除く） 21,771,746 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 10,251,874 Ａ

税等未収金 5,181,596

未収金 3,425,724

貸付金 415,024

その他の債権 1,098,286

(控除)貸倒引当金 131,245

有価証券 50,014 Ｂ

投資等 11,469,857 Ｃ

出資金 228,343

基金・積立金 10,73

【

7,655

財政調整基

様

金 4,623,263

式

減債基金 0

その他の基

第

金・積立金 6,114

6

,392

その他の投資

号

503,858

２．非

】

金融資産 400,35

平

4,965 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ

成

＋Ｌ

事業用資産 152

２

,346,680 Ｊ＝

６

Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

有形固定資

年

産 143,273,6

度

03 Ｇ

土地 90,61

　

7,549

立木竹 28

小

,559

建物 45,3

田

06,597

工作物 7

原

51,197

機械器具

市

1,561,443

物

　

品 748,482

船舶

連

0

航空機 0

その他の有

結

形固定資産 2,016

貸

,995

建設仮勘定 2

借

,242,782

無形

対

固定資産 1,604,

照

918 Ｈ

地上権 1,1

表

92,819

著作権・

（

特許権 0

ソフトウェア

B

8,391

電話加入権

S

700

のれん 0

その他

)

の無形固定資産 403

（

,008

棚卸資産 7,

平

468,158 Ｉ

イン

成

フラ資産 248,00

2

8,285 Ｋ

公共用財

7

産用地 102,360

年

,650

公共用財産施

 

設 140,985,9

3

92

その他の公共用財

月

産 3,643,064

 

公共用財産建設仮勘定

3

1,018,579

繰

1

延資産 0 Ｌ

資産合計 4

日

32,434,374

現

Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【負債の部

在

】

１．流動負債 17,

）

013,720 Ｏ

未払

（

金及び未払費用 1,3

単

14,402

前受金及

位

び前受収益 4,207

：

,821

引当金 1,2

千

44,189

賞与引当

円

金 1,244,189

）

預り金（保管金等） 1

【

,304,763

公債

資

（短期） 4,394,

産

560

短期借入金 4,

の

959,824

その他

部

の流動負債 △411,

】

838

２．非流動負債

１

121,386,12

．

7 Ｐ

公債 105,13

金

7,888

借入金 1,

融

586,575

責任準

資

備金 0

引当金 11,7

産

66,536

退職給付

3

引当金 11,578,

2

086

その他の引当金

,

188,450

負のの

0

れん 0

その他の非流動

7

負債 2,895,12

9

8

負債合計 138,3

,

99,846 Ｑ＝Ｏ＋



費用 59,784,614 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 21,836,101 Ａ

議員歳費 155,665

職員給料 11,790,034

賞与引当金繰入 1,390,253

退職給付費用 1,423,986

その他の人件費 7

【

,076,162

②物

様

件費 12,400,8

式

55 Ｂ

消耗品費 926

第

,457

維持補修費 3

7

,561,345

減価

号

償却費 3,720,8

】

56

その他の物件費 4

平

,192,197

③経

成

費 12,628,51

２

1 Ｃ

業務費 67,49

６

9

委託費 9,228,

年

422

貸倒引当金繰入

度

1,025,925

そ

　

の他の経費 2,306

小

,664

④業務関連費

田

用 12,919,14

原

6 Ｄ

公債費（利払分）

市

2,036,305

借

　

入金支払利息 90,5

連

78

資産売却損 456

結

のれん償却額 0

その他

行

の業務関連費用 10,

政

791,807

２．移

コ

転支出 59,033,

ス

941 Ｆ

①他会計への

ト

移転支出 0

②補助金等

計

移転支出 42,726

算

,544

③社会保障関

書

係費等移転支出 15,

（

983,553

④その

P

他の移転支出 323,

L

845

経常費用合計（

）

総行政コスト） 118

（

,818,553 Ｇ＝

自

Ｅ+Ｆ

【経常収益】

経

平

常業務収益 32,54

成

6,305 Ｊ＝Ｈ+Ｉ

２

①業務収益 31,55

６

3,240 Ｈ

自己収入

年

31,317,088

　

その他の業務収益 23

４

6,152

②業務関連

月

収益 993,068 Ｉ

　

受取利息等 17,21

１

4

資産売却益 0

負のの

日

れん償却額 0

その他の

 

業務関連収益 975,

至

852

経常収益合計 3

平

2,546,305 Ｋ

成

＝Ｊ

【少数株主利益（

２

または少数株主損失）

７

】 0 Ｌ

純経常費用（純

年

行政コスト） △86,

　

272,248 Ｍ＝(

３

Ｋ-Ｇ)-Ｌ → ＮＷＭ

月

へ

　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務



料 9,399,780 9,399,780 9,399,780

③移転収入 43,834,938 43,834,938 43,834,938

他会計からの移転収入 △10,463 △10,463 △10,463

補助金等移転収入 27,908,982 27,908,982 27,908,982

国庫支出金 20,830,868 20,830,868 20,830,868

都道府県等支出金 7,064,428 7,064,428 7,064,428

市町村等支出金 13,686 13,686 13,686

その他の移転収入 15,936,420 15,936,420 15,936,420

④その他の財源の調達 9,586,894 9,586,894 9,586,894

固定資産売却収入（元本分） 654 654 654

長期金融資産償還収入（元本分） 257,697 257,697 257,697

その他財源調達 9,328,543 9,328,543 9,328,543

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,682,379 0 1,044,181 3,844,807 △5,271,403 0 1,299,964 1,299,964

１．固定資産の変動 1,682,379 0 1,043,118 3,844,8

【

07 △6,198,2

様

28 372,076 3

式

72,076

①固定資

第

産の減少 0 0 0 0 △1

8

1,367,501 △

号

11,367,501

】

△11,367,50

平

1

減価償却費・直接資

成

本減耗相当額 0 0 0 0

２

△9,328,543

６

△9,328,543

年

△9,328,543

度

除売却相当額 0 0 0 0

　

△2,038,960

小

△2,038,960

田

△2,038,960

原

②固定資産の増加 1,

市

682,379 0 1,

　

043,118 3,8

連

44,807 5,16

結

9,273 11,73

純

9,577 11,73

資

9,577

固定資産形

産

成 1,682,379

変

0 1,043,118

動

3,844,807 9

計

93,783 7,56

算

4,088 7,564

書

,088

無償所管換等

（

0 0 0 0 4,175,

N

489 4,175,4

W

89 4,175,48

M

9

２．長期金融資産の

）

変動 0 0 1,063 0

（

926,826 927

自

,889 927,88

平

9

①長期金融資産の減

成

少 0 0 0 0 △63,5

２

90 △63,590 △

６

63,590

②長期金

年

融資産の増加 0 0 1,

　

063 0 990,41

４

6 991,479 99

月

1,479

３．評価・

　

換算差額等の変動 0 0

１

0

①評価・換算差額等

日

の減少 0 0 0

再評価損

 

0 0 0

その他評価額等

至

減少 0 0 0

②評価・換

平

算差額等の増加 0 0 0

成

再評価益 0 0 0

その他

２

評価額等増加 0 0 0

Ⅲ

７

．少数株主持分変動の

年

部 0 0

１．少数株主持

　

分の減少 0 0

２．少数

３

株主持分の増加 0 0

Ⅳ

月

．その他の純資産変動

　

の部 0 0 0 0

１．開始

３

時未分析残高 0 0 0

２

１

．その他純資産の変動

日

0 0 0

その他純資産の

）

減少 0 0 0

その他純資

（

産の増加 0 0 0

当期変

単

動額合計 2,816,

位

418 △3,844,

：

807 △1,028,

千

389 1,682,3

円

79 0 1,044,1

）

81 3,844,80

財

7 △5,271,40

源

3 0 1,299,96

財

4 0 0 0 0 271,5

源

78

当期末残高 30,

合

523,618 △12

計

,460,216 18

資

,063,402 8,

産

931,582 369

形

,589 7,354,

成

538 12,460,

充

216 △29,057

当

,297 3,170,

財

030 3,228,6

源

58 0 279,561

資

,190 0 279,5

産

61,190 300,

形

853,252

成充当 少数株主 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 持分合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 27,707,199 △8,615,409 19,091,790 7,249,204 369,589 6,310,356 8,615,409 △23,785,896 3,170,030 1,928,693 0 279,561,190 0 279,561,190 300,581,676

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 2,816,418 △3,844,807 △1,028,389 △1,028,389

１．財源の使途 △95,764,530 △3,844,807 △99,609,337 △99,609,337

①純経常費用への財源措置 △86,282,261 0 △86,282,261 △86,282,261

②固定資産形成への財源措置 △3,719,281 △3,844,807 △7,564,088 △7,564,088

事業用資産形成への財源措置 △1,652,379 △1,945,524 △3,597,903 △3,597,903

インフラ資産形成への財源措置 △2,066,901 △1,899,283 △3,966,185 △3,966,185

③長期金融資産形成への財源措置 △1,185,586 0 △1,185,586 △1,185,586

④その他の財源の使途 △4,577,403 0 △4,577,403 △4,577,403

直接資本減耗 △4,099,598 0 △4,099,598 △4,099,598

その他財源措置 △477,804 0 △477,804 △477,804

２．財源の調達 98,580,950 98,580,950 98,580,950

①税収 35,759,336 35,759,336 35,759,336

②社会保険



（

還支出 830,711

単

２．財務的収入 15,

位

020,338 ＡＢ＝

：

Ｙ＋Ｚ＋ＡＡ

①公債発

千

行収入 11,050,

円

789 Ｙ

公債（短期）

）

発行収入 0

公債発行収

【

入 11,050,78

経

9

②借入金収入 3,8

常

50,858 Ｚ

短期借

的

入金収入 3,850,

収

858

借入金収入 0

③

支

その他の財務的収入 1

区

18,691 ＡＡ

財務

分

的収支 △3,903,

】

939 ＡＣ＝ＡＢ－Ｘ

Ⅰ

当期資金収支額 137

．

,201 ＡＤ＝Ｕ＋Ａ

経

Ｃ

期首資金残高 10,

常

177,900 ＡＥ

期

的

末資金残高 10,31

収

5,101 ＡＦ＝ＡＤ

支

＋ＡＥ → ＢＳへ

１．経常的支出 112,276,242 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 53,242,302 Ａ

人件費支出 21,081,780

物件費支出 9,500,203

経費支出 11,537,414

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 11,122,904

②移転支出 59,033,941 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 42,726,544

社会保障関係費等移転支出 15,983,553

その他の移転支出 323,845

２．経常的収入 122,7

【

24,820 Ｈ＝Ｄ＋

様

Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入

式

36,116,774

第

Ｄ

②社会保険料収入 9

9

,685,603 Ｅ

③

号

経常業務収益収入 33

】

,060,943 Ｆ

経

平

常収益収入 31,89

成

6,987

業務関連収

２

益収入 1,163,9

６

58

④移転収入 43,

年

861,498 Ｇ

他会

度

計からの移転収入 0

補

　

助金等移転収入 27,

小

919,006

その他

田

の移転収入 15,94

原

2,492

経常的収支

市

10,448,579

　

Ｉ＝Ｈ－Ｃ

【資本的収

連

支区分】

Ⅱ．資本的収

結

支

１．資本的支出 8,

資

412,547 Ｎ＝Ｊ

金

＋Ｋ＋Ｌ＋Ｍ

①固定資

収

産形成支出 6,762

支

,075 Ｊ

②長期金融

計

資産形成支出 1,21

算

4,105 Ｋ

③連結の

書

範囲の変更を伴う出資

（

・出捐支出 0 Ｌ

④その

C

他の資本形成支出 43

F

6,366 Ｍ

２．資本

)

的収入 2,005,1

【

09 Ｓ＝Ｏ＋Ｐ＋Ｑ＋

3

Ｒ

①固定資産売却収入

区

719,135 Ｏ

②長

分

期金融資産償還収入 4

形

79,165 Ｐ

③連結

式

の範囲の変更を伴う出

】

資・出捐償還収入 0 Ｑ

（

④その他の資本処分収

自

入 806,808 Ｒ

資

平

本的収支 △6,407

成

,438 Ｔ＝Ｓ－Ｎ

基

２

礎的財政収支 4,0

６

41,140 Ｕ＝Ｉ＋

年

Ｔ

【財務的収支区分】

　

Ⅲ．財務的収支

１．財

４

務的支出 18,924

月

,277 Ｘ＝Ｖ＋Ｗ

①

　

支払利息支出 2,12

１

8,850 Ｖ

公債費（

日

利払分）支出 2,03

 

6,305

借入金支払

至

利息支出 92,544

平

②元本償還支出 16,

成

795,427 Ｗ

公債

２

費（元本分）支出 10

７

,294,824

公債

年

（短期）元本償還支出

　

10,294,824

３

公債元本償還支出 0

借

月

入金元本償還支出 5,

　

669,892

短期借

３

入金元本償還支出 5,

１

417,222

借入金

日

元本償還支出 252,

）

670

その他の元本償


